
  

１．平成23年3月期第１四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年6月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

  

３．平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 

  

        

平成23年３月期  第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

        平成22年8月2日

上場会社名 キムラユニティー株式会社 上場取引所  東・名 

コード番号 9368 ＵＲＬ  http://www.kimura-unity.co.jp 

代表者          （役職名） 代表取締役社長 （氏名）木村 幸夫 

問合せ先責任者  （役職名） 執行役員経理部長（氏名）小山 幸弘 （ＴＥＬ）052（962）7053 

四半期報告書提出予定日 平成22年8月11日 配当支払開始予定日  － 

四半期決算補足説明資料作成の有無：無     

四半期決算説明会開催の有無      ：無     

  （百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年3月期第１四半期  8,612  3.8  255  82.2  277  217.8  163  680.0

22年3月期第１四半期  8,295  △15.5  140  68.9  87  △49.6  20  △75.6

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年3月期第１四半期  13  51        －

22年3月期第１四半期  1  73        －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年3月期第１四半期  40,154  20,579  50.2  1,669  99

22年3月期  39,634  20,559  50.8  1,669  93

（参考）自己資本 23年3月期第１四半期 20,154百万円 22年3月期 20,153百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年3月期        －  10 00      － 10 00  20  00

23年3月期        －

23年3月期（予想）  10 00      － 10 00  20  00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  17,450  2.5  450  4.5  450  27.7  220  109.3  18  22

通期  35,600  1.8  1,060  10.4  1,050  6.5  550  53.4  45  57



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．３「その他の情報」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

新規 － 社 （社名）                        、除外 － 社  （社名） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

   （注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開

示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了していません。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前

提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資料）２ページ「業

績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期１Ｑ 12,070,000株 22年3月期 12,070,000株

②  期末自己株式数 23年3月期１Ｑ 1,547株 22年3月期 1,449株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期１Ｑ 12,068,502株 22年3月期１Ｑ 12,068,601株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、新興国の需要に支えられ、輸出や生産の持ち直し、企業の

設備投資の下げ止まり等、景気は緩やかに回復しております。しかしながら、失業率の高止まり、デフレの影響、

個人消費の低迷や欧州での財政危機等、依然として先行きの見通しが不透明な状況が続いております。 

また、当社グループと関係の深い自動車業界では、国内でのエコカー減税等の継続によるハイブリッド車需要や

中国を中心とする新興国での需要の伸長に支えられ、生産、販売とも回復基調で推移いたしました。 

このような環境の中で当社グループは、多角経営によるリスク分散を軸に、受注の確保、徹底した原価削減によ

る収益改善を強力に推進してまいりました。 

その結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は8,612百万円（前年同期比3.8％増収）となりました。利益面に

おいては、営業利益が255百万円（前年同期比82.2％増益）、経常利益は営業利益の増加に加え、持分法による投

資利益の増加等により277百万円（前年同期比217.8％増益）となりました。四半期純利益も資産除去債務会計基準

の適用に伴う影響額15百万円を計上しましたが、経常利益の大幅な増益により163百万円（前年同期比680％増益）

と増収増益となりました。  

  なお、主なセグメント別の売上高（セグメント間の内部売上を含む）、営業利益の状況は次のとおりでありま

す。  

① 物流サービス事業 

 物流サービス事業におきましては、中国天津及び広州の子会社の順調な拡大に加え、国内でも主要顧客からの受

注が増加したこと等により、売上高は5,494百万円となりました。営業利益は売上高の増収と、原価削減効果等に

より379百万円となりました。 

② 自動車サービス事業 

 自動車サービス事業におきましては、依然として個人消費が低迷する中、自動車リース、カー用品販売が低調に

推移したこと等により、売上高は2,857百万円となりました。一方、営業利益は、リース事業を中心に昨年度より

取り組んでおります収益改善の効果等により100百万円となりました。 

③ 情報サービス事業 

 情報サービス事業におきましては、顧客の設備投資の抑制等による受注の減少等により、売上高は225百万円と

なりました。一方、営業利益は生産性の向上等の原価改善効果により11百万円となりました。 

④ 人材サービス事業 

 人材サービス事業におきましては、派遣需要の増加等により売上高は174百万円となりました。営業利益は売上

高の増収等により9百万円となりました。 

   

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債及び純資産の状況 

当第１四半期末における総資産は40,154百万円で、前連結会計年度末に比較して519百万円の増加となりまし

た。その主な要因は、リース投資資産が増加したこと等により流動資産が653百万円増加したことによるものであ

ります。 

負債合計は19,575百万円で、前連結会計年度末に比較して500百万円の増加となりました。その主な要因は、リ

ース用車両購入による割賦未払金の増加等により固定負債が358百万円増加したことによるものであります。 

純資産につきましては、為替換算調整勘定の増加等により、前連結会計年度末に比較して19百万円増加の20,579

百万円となりました。また、自己資本比率は前連結会計年度末比0.6ポイント減少の50.2％となりました。 

②四半期の各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因 

 当第１四半期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比較して400百万

円減少し4,149百万円となりました。その主な要因は、営業活動によるキャッシュ・フローで法人税等の支払額の

増加等により162百万円支出し、投資活動によるキャッシュ・フローで有形固定資産の取得等により226百万円支出

したことによるものであります。  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

今後の見通しにつきましては、国内景気は、引続き失業率の高止まり、個人消費の低迷等、依然として、本格的

な景気回復には時間がかかると思われます。 

このような環境の中で当社グループの業績につきましては、第１四半期連結会計期間は、売上高利益面とも、当

初予想に比較して多少強含みで推移しました。しかしながらが、第２四半期連結会計期間以降につきましては、エ

コカー減税の終了等、消費動向は自立的回復には至らず、先行き不透明な厳しい状況が続くと思われます。従いま

して、現時点では平成22年5月11日に発表した業績数値の変更はございません。  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



  

（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

（簡便な会計処理）  

①一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して算定しております。 

②棚卸資産の評価方法 

 当第１四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関しては実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚

卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。また、棚卸資産の簿価切下げに関しては収益性の低下

が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

③法人税等の算定方法 

 法人税等の納付税額につきましては、重要な加減算項目を調整し、見積実効税率を乗じて簡便的に算出してお

ります。  

  

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

   （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。これにより、営業利益、経常利益は869千円減少し、税金等調整前四半期純利益は16,751千円

減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の計上額は70,400千円であります。 

  

 （「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用）  

 当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表

分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）

を適用しております。なお、当会計基準等の適用開始による影響はありません。  

  

   （表示方法の変更） 

   ・四半期連結損益計算書 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,549,318 4,950,241

受取手形及び売掛金 4,313,295 4,326,404

リース投資資産 6,259,108 5,765,024

商品及び製品 119,752 112,706

仕掛品 54,476 4,015

原材料及び貯蔵品 134,212 147,599

繰延税金資産 318,324 318,324

その他 1,451,917 923,521

貸倒引当金 △12,900 △13,600

流動資産合計 17,187,505 16,534,239

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 8,321,652 8,348,609

機械装置及び運搬具（純額） 451,237 470,247

貸与資産（純額） 545,723 592,775

土地 6,124,142 6,124,052

建設仮勘定 321,259 184,778

その他（純額） 438,952 455,057

有形固定資産合計 16,202,967 16,175,520

無形固定資産   

のれん 12,147 13,550

その他 697,128 697,868

無形固定資産合計 709,275 711,418

投資その他の資産   

投資有価証券 2,618,929 2,753,974

繰延税金資産 732,343 665,690

その他 2,714,312 2,804,667

貸倒引当金 △10,971 △10,971

投資その他の資産合計 6,054,612 6,213,360

固定資産合計 22,966,856 23,100,299

資産合計 40,154,361 39,634,538



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 834,884 748,165

短期借入金 1,721,377 1,106,700

1年内返済予定の長期借入金 500,000 1,000,000

未払費用 1,672,108 1,734,552

未払法人税等 125,945 481,350

賞与引当金 894,596 555,751

役員賞与引当金 － 30,000

その他 2,893,625 2,843,578

流動負債合計 8,642,538 8,500,098

固定負債   

社債 1,000,000 1,000,000

長期借入金 1,000,000 1,000,000

長期未払金 5,863,376 5,567,733

退職給付引当金 1,776,819 1,780,011

再評価に係る繰延税金負債 1,133,876 1,133,876

その他 158,458 92,838

固定負債合計 10,932,531 10,574,460

負債合計 19,575,070 19,074,559

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,580,350 3,580,350

資本剰余金 3,420,139 3,420,139

利益剰余金 12,798,167 12,755,688

自己株式 △1,290 △1,222

株主資本合計 19,797,367 19,754,955

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 335,857 447,073

土地再評価差額金 275,980 275,980

為替換算調整勘定 △254,898 △324,294

評価・換算差額等合計 356,939 398,760

少数株主持分 424,985 406,263

純資産合計 20,579,291 20,559,979

負債純資産合計 40,154,361 39,634,538



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 8,295,072 8,612,700

売上原価 7,114,722 7,308,631

売上総利益 1,180,350 1,304,069

販売費及び一般管理費 1,040,077 1,048,488

営業利益 140,273 255,580

営業外収益   

受取利息 609 414

受取配当金 15,624 15,370

持分法による投資利益 － 45,589

その他 11,987 10,796

営業外収益合計 28,220 72,171

営業外費用   

支払利息 26,963 21,410

為替差損 33,907 28,243

持分法による投資損失 19,697 －

その他 609 631

営業外費用合計 81,178 50,285

経常利益 87,315 277,467

特別利益   

固定資産売却益 273 66

特別利益合計 273 66

特別損失   

固定資産除売却損 13,179 1,650

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 15,881

特別損失合計 13,179 17,531

税金等調整前四半期純利益 74,409 260,001

法人税、住民税及び事業税 49,686 85,768

法人税等調整額 △3,185 －

法人税等合計 46,501 85,768

少数株主損益調整前四半期純利益 － 174,233

少数株主利益 6,988 11,068

四半期純利益 20,919 163,164



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 74,409 260,001

減価償却費 239,625 255,093

のれん償却額 1,095 1,138

持分法による投資損益（△は益） 19,697 △45,589

貸倒引当金の増減額（△は減少） △400 △700

賞与引当金の増減額（△は減少） 362,483 338,848

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △30,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,590 △3,191

受取利息及び受取配当金 △16,280 △15,811

支払利息 63,978 63,579

為替差損益（△は益） 13,320 27,241

有形固定資産売却損益（△は益） △25,617 △27,718

有形固定資産除却損 13,179 1,639

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 15,881

売上債権の増減額（△は増加） 212,348 26,208

たな卸資産の増減額（△は増加） △34,595 △44,134

リース投資資産の増減額（△は増加） △495,900 △502,380

その他の流動資産の増減額（△は増加） △328,732 △415,609

仕入債務の増減額（△は減少） △109,927 85,721

その他の流動負債の増減額（△は減少） 213,496 △66,891

長期未払金の増減額（△は減少） 393,380 295,643

その他の固定負債の増減額（△は減少） － 54,871

小計 592,970 273,840

利息及び配当金の受取額 93,577 82,629

利息の支払額 △62,158 △59,881

法人税等の支払額 △33,971 △459,214

営業活動によるキャッシュ・フロー 590,418 △162,626

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △177,111 △289,720

有形固定資産の売却による収入 74,131 39,668

投資有価証券の取得による支出 △297 △297

投資その他の資産の増減額（△は増加） △8,092 23,378

貸付けによる支出 △463,093 －

貸付金の回収による収入 30 30

投資活動によるキャッシュ・フロー △574,433 △226,941

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 456,720 601,178

長期借入金の返済による支出 － △500,000

自己株式の取得による支出 － △67

配当金の支払額 △112,724 △113,880

少数株主からの払込みによる収入 185,663 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 529,659 △12,769

現金及び現金同等物に係る換算差額 △118,851 1,414

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 426,792 △400,923

現金及び現金同等物の期首残高 5,027,483 4,550,241

現金及び現金同等物の四半期末残高 5,454,275 4,149,318



 該当事項はありません。  

  

  

[事業の種類別セグメント情報]  

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）                    (単位：千円） 

 （注）１．事業区分の方法 

製品、サービスの種類・性質等の類似性及び当社グループの損益集計区分を考慮して決定しております。 

２．各区分に属する主要な製品、サービス 

  

 [所在地別セグメント情報] 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。  

[海外売上高]  

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

[セグメント情報]  

 １．報告セグメントの概要  

 当社グループの報告セグメントは、財務情報が入手可能であり、取締役会、経営戦略会議において、経営資源の配分

の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。  

 当社グループは、各事業セグメント毎に事業本部又は事業部を構成し、各事業本部及び事業部は、取り扱う商品、製

品、サービスについて国内及び海外の戦略の立案、それに伴う事業活動を展開しております。 

 従いまして、当社グループの取り扱う商品、製品、サービスを事業本部及び事業部別に区分し、「物流サービス事

業」、「自動車サービス事業」、「情報サービス事業」、「人材サービス事業」の４つを報告セグメントとしておりま

す。 

  「物流サービス事業」は、包装、梱包、入出庫作業・格納器具製品製造等を行っております。「自動車サービス事

業」は、自動車リース、車両整備、保険代理店等を行っております。「情報サービス事業」は、システム開発、包括保

守及びネットワーク関連サービス等を行っております。「人材サービス事業」は、人材派遣サービス、アウトソーシン

グサービス等を行っております。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報等

  
物流サービス

事業 
  

自動車サービ

ス事業 
  

その他の事業 計
消去又は全
社 

連結
  

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高  5,041,332  2,932,132  321,607  8,295,072 －  8,295,072

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－  11,618  78,737  90,355  △90,355 － 

計  5,041,332  2,943,750  400,345  8,385,428  △90,355  8,295,072

営業利益又は営業損失（△）  276,415  89,316  △1,795  363,936  △223,663  140,273

事業区分 主要製品、サービス 

物流サービス事業 包装、格納器具製品製造 

自動車サービス事業 車両リース、車両整備、自動車販売、カー用品販売、保険代理店他 

その他の事業 情報サービス、人材サービス 



  ２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（注）１．セグメント利益の調整額△245,431千円には、セグメント間取引消去760千円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△246,191千円が含まれております。全社費用は、当社の人事、総務及

び経理等の管理部門に係る費用であります。 

   ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

  

（追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月

21日）を適用しております。  

  

 該当事項はありません。  

  

 当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）  （単位：千円）

  
 物流サービス 
 事業  

 自動車サービス

 事業  
 情報サービス

 事業  
 人材サービス

 事業  計
調整額 
（注）１ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注）２ 

売上高               

外部顧客への売

上高 
 5,493,971  2,841,014  225,005  52,709  8,612,700 －  8,612,700

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

 98  16,731  －  121,844  138,673 △138,673 － 

計  5,494,069  2,857,745  225,005  174,553  8,751,373 △138,673  8,612,700

セグメント利益  379,225  100,715  11,091  9,979  501,011 △245,431  255,580

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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